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議案第１号 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例について 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例を次のとおり定める。 

令和６年９月４日提出 

                                               龍ケ崎市長 萩 原  勇 

 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例 

 （龍ケ崎市表彰条例の一部改正） 

第１条 龍ケ崎市表彰条例（平成２６年龍ケ崎市条例第４号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

（欠格条項） 

第11条 第３条から第６条までの規定に該当するものが次の各号のい

ずれかに該当するときは、これを表彰しない。 

 (1) 

～      省  略 

 (3) 

 (4) 拘禁刑以上の刑に処せられた者 

 (5)     省  略 

（欠格条項） 

第11条 第３条から第６条までの規定に該当するものが次の各号のい

ずれかに該当するときは、これを表彰しない。 

 (1) 

～      省  略 

 (3) 

 (4) 禁錮以上の刑に処せられた者 

 (5)     省  略 

（龍ケ崎市職員の給与に関する条例の一部改正） 

第２条 龍ケ崎市職員の給与に関する条例（昭和３２年龍ケ崎市条例第１３４号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

（期末手当） 

第20条    省  略 

第20条の２ 次の各号のいずれかに該当する者には、前条第１項の規

定にかかわらず、当該各号の基準日に係る期末手当（第４号に掲げる 

（期末手当） 

第20条    省  略 

第20条の２ 次の各号のいずれかに該当する者には、前条第１項の規

定にかかわらず、当該各号の基準日に係る期末手当（第４号に掲げる 
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者にあっては、その支給を一時差し止めた期末手当）は、支給しない。 

 (1)     省  略 

 (2)     省  略 

 (3) 基準日前１ケ月以内又は基準日から当該基準日に対応する支給

日の前日までの間に離職した職員（前２号に掲げる者を除く。）で、

その離職した日から当該支給日の前日までの間に拘禁刑以上の刑

に処せられた者 

 (4) 次条第１項の規定により期末手当の支給を一時差し止める処分

を受けた者（当該処分を取り消された者を除く。）で、その者の在

職期間中の行為に係る刑事事件に関し拘禁刑以上の刑に処せられ

た者 

第20条の３ 任命権者は、支給日に期末手当を支給することとされて

いた職員で当該支給日の前日までに離職したものが次の各号のいず

れかに該当する場合は、当該期末手当の支給を一時差し止めること

ができる。 

 (1) 離職した日から当該支給日の前日までの間に、その者の在職期

間中の行為に係る刑事事件に関して、その者が起訴（当該起訴に係

る犯罪について拘禁刑以上の刑が定められているものに限り、刑

事訴訟法（昭和２３年法律第１３１号）第６編に規定する略式手続

によるものを除く。第５項において同じ。）をされ、その判決が確

定していない場合 

 (2) 

～      省  略 

４ 

５ 任命権者は、一時差止処分について、次の各号のいずれかに該当す

るに至った場合には、速やかに当該一時差止処分を取り消さなけれ

ばならない。ただし、第３号に該当する場合において、一時差止処分

を受けた者がその者の在職期間中の行為に係る刑事事件に関し現に 

者にあっては、その支給を一時差し止めた期末手当）は、支給しない。 

 (1)     省  略 

 (2)     省  略 

 (3) 基準日前１ケ月以内又は基準日から当該基準日に対応する支給

日の前日までの間に離職した職員（前２号に掲げる者を除く。）で、

その離職した日から当該支給日の前日までの間に禁錮以上の刑に

処せられた者 

 (4) 次条第１項の規定により期末手当の支給を一時差し止める処分

を受けた者（当該処分を取り消された者を除く。）で、その者の在

職期間中の行為に係る刑事事件に関し禁錮以上の刑に処せられた

者 

第20条の３ 任命権者は、支給日に期末手当を支給することとされて

いた職員で当該支給日の前日までに離職したものが次の各号のいず

れかに該当する場合は、当該期末手当の支給を一時差し止めること

ができる。 

 (1) 離職した日から当該支給日の前日までの間に、その者の在職期

間中の行為に係る刑事事件に関して、その者が起訴（当該起訴に係

る犯罪について禁錮以上の刑が定められているものに限り、刑事

訴訟法（昭和２３年法律第１３１号）第６編に規定する略式手続に

よるものを除く。第５項において同じ。）をされ、その判決が確定

していない場合 

 (2) 

～      省  略 

４ 

５ 任命権者は、一時差止処分について、次の各号のいずれかに該当す

るに至った場合には、速やかに当該一時差止処分を取り消さなけれ

ばならない。ただし、第３号に該当する場合において、一時差止処分

を受けた者がその者の在職期間中の行為に係る刑事事件に関し現に 
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逮捕されているときその他これを取り消すことが一時差止処分の目

的に明らかに反すると認めるときは、この限りでない。  

 (1) 一時差止処分を受けた者が当該一時差止処分の理由となった行

為に係る刑事事件に関し拘禁刑以上の刑に処せられなかった場合 

 (2) 

～      省  略 

８ 

逮捕されているときその他これを取り消すことが一時差止処分の目

的に明らかに反すると認めるときは、この限りでない。 

 (1) 一時差止処分を受けた者が当該一時差止処分の理由となった行

為に係る刑事事件に関し禁錮以上の刑に処せられなかった場合 

 (2) 

～      省  略 

８ 

（龍ケ崎市土砂等による土地の埋立て、盛土及び堆積の規制に関する条例の一部改正） 

第３条 龍ケ崎市土砂等による土地の埋立て、盛土及び堆積の規制に関する条例（平成３年龍ケ崎市条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

（欠格条項） 

第11条 事業主等は、次の各号のいずれかに該当するときは、第９条第

１項及び第２項ただし書の規定による許可を必要とする事業を行う

ことができない。  

 (1)     省  略 

 (2)     省  略 

 (3) 拘禁刑以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受け

ることがなくなった日から５年を経過しない者 

 (4)  

 ～      省  略 

 (13)       

（罰則） 

第29条 次の各号のいずれかに該当する者（ただし、農地法（昭和２７

年法律第２２９号）に規定する許可、届出又は報告等の手続に違反し

た者を除く。次項及び次条において同じ。）は、２年以下の拘禁刑又

は１００万円以下の罰金に処する。 

（欠格条項） 

第11条 事業主等は、次の各号のいずれかに該当するときは、第９条第

１項及び第２項ただし書の規定による許可を必要とする事業を行う

ことができない。  

 (1)     省  略 

 (2)     省  略 

 (3) 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受ける

ことがなくなった日から５年を経過しない者 

 (4)  

 ～      省  略 

 (13)      

  （罰則） 

第29条 次の各号のいずれかに該当する者（ただし、農地法（昭和２７

年法律第２２９号）に規定する許可、届出又は報告等の手続に違反し

た者を除く。次項及び次条において同じ。）は、２年以下の懲役又は

１００万円以下の罰金に処する。 
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 (1)  

 ～      省  略 

２       

 (1) 

 ～      省  略 

２      

（龍ケ崎市土採取事業規制条例の一部改正） 

第４条 龍ケ崎市土採取事業規制条例（平成１８年龍ケ崎市条例第３１号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

（罰則） 

第23条 次の各号のいずれかに該当する者は、２年以下の拘禁刑又は

１００万円以下の罰金に処する。 

 (1)     省  略 

 (2)     省  略   

第24条 次の各号のいずれかに該当する者は、１年以下の拘禁刑又は

５０万円以下の罰金に処する。 

 (1)     省  略 

 (2)     省  略  

（罰則） 

第23条 次の各号のいずれかに該当する者は、２年以下の懲役又は１

００万円以下の罰金に処する。 

 (1)     省  略 

 (2)     省  略 

第24条 次の各号のいずれかに該当する者は、１年以下の懲役又は５

０万円以下の罰金に処する。 

 (1)     省  略 

 (2)     省  略   

（龍ケ崎市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部改正） 

第５条 龍ケ崎市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例（昭和４２年龍ケ崎市条例第２０号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

（欠格条項） 

第６条 次の各号のいずれかに該当する者は、団員となることができ

ない。 

 (1) 拘禁刑以上の刑に処せられ、その執行を終るまで又はその執行

を受けることがなくなるまでの者 

 (2)     省  略 

 (3)     省  略  

（欠格条項） 

第６条 次の各号のいずれかに該当する者は、団員となることができ

ない。 

 (1) 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終るまで又はその執行を

受けることがなくなるまでの者 

 (2)     省  略 

 (3)     省  略  
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（龍ケ崎市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部改正） 

第６条 龍ケ崎市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例（昭和３９年龍ケ崎市条例第３８号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

（退職報償金支給の制限） 

第６条 退職報償金は、次の各号の一に該当する者に対しては支給し

ない。 

 (1) 拘禁刑以上の刑に処せられた者 

(2) 

～      省  略 

 (5) 

（退職報償金支給の制限） 

第６条 退職報償金は、次の各号の一に該当する者に対しては支給し

ない。 

 (1) 禁錮以上の刑に処せられた者 

 (2) 

～      省  略 

 (5) 

付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年６月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行前にした行為の処罰については、なお従前の例による。 

（罰則の適用等に関する経過措置） 

３ この条例の施行後にした行為に対して、他の条例の規定によりなお従前の例によることとされ、なお効力を有することとされ又は改正前若しく

は廃止前の条例の規定の例によることとされる罰則を適用する場合において、当該罰則に定める刑に刑法等の一部を改正する法律（令和４年法律

第６７号。以下「刑法等一部改正法」という。）第２条の規定による改正前の刑法（明治４０年法律第４５号。以下この項において「旧刑法」とい

う。）第１２条に規定する懲役（以下「懲役」という。）（有期のものに限る。以下この項において同じ。）、旧刑法第１３条に規定する禁錮（以下「禁

錮」という。）（有期のものに限る。以下この項において同じ。）又は旧刑法第１６条に規定する拘留（以下「旧拘留」という。）が含まれるときは、

当該刑のうち懲役又は禁錮はそれぞれその刑と長期及び短期を同じくする有期拘禁刑と、旧拘留は長期及び短期を同じくする拘留とする。 

 （龍ケ崎市職員の給与に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

４ 刑法等一部改正法及び刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整理等に関する法律（令和４年法律第６８号）並びにこの条例の施

行前に犯した禁錮以上の刑（死刑を除く。）が定められている罪につき起訴をされた者は、第２条の規定による改正後の龍ケ崎市職員の給与に関

する条例第２０条の３第１項（第１号に係る部分に限る。）及び第５項（第３号に係る部分に限る。）（これらの規定を同条例第２１条第５項におい

て準用する場合を含む。）の規定の適用については、拘禁刑が定められている罪につき起訴をされた者とみなす。 
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議案第２号 

龍ケ崎市監査委員条例の一部を改正する条例について 

龍ケ崎市監査委員条例の一部を改正する条例を次のとおり定める。 

令和６年９月４日提出 

                                               龍ケ崎市長 萩 原  勇 

 

龍ケ崎市監査委員条例の一部を改正する条例 

龍ケ崎市監査委員条例（昭和３９年龍ケ崎市条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

（職員の賠償責任の監査等） 

第７条 監査委員は、法第２４３条の２の９第３項又は第８項後段（地

方公営企業法第３４条において準用する場合を含む。）の規定により、

市長から監査又は意見を求められたときは、６０日以内に監査結果報

告書又は意見書を提出しなければならない。ただし、特別の事由があ

ると認めるときは、この限りでない。  

（職員の賠償責任の監査等） 

第７条 監査委員は、法第２４３条の２の８第３項又は第８項後段（地

方公営企業法第３４条において準用する場合を含む。）の規定により、

市長から監査又は意見を求められたときは、６０日以内に監査結果報

告書又は意見書を提出しなければならない。ただし、特別の事由があ

ると認めるときは、この限りでない。 

付 則 

この条例は、地方自治法の一部を改正する法律（令和６年法律第６５号）附則第１条第３号に掲げる規定の施行の日から施行する。 
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議案第３号 

   龍ケ崎市立学校設置条例の一部を改正する条例について 

 龍ケ崎市立学校設置条例の一部を改正する条例を次のとおり定める。 

  令和６年９月４日提出 

龍ケ崎市長 萩 原  勇       

 

   龍ケ崎市立学校設置条例の一部を改正する条例 

 龍ケ崎市立学校設置条例（昭和３９年龍ケ崎市条例第２９号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

別表第１（第１条関係） 

 名称 位置 
  

     省  略   
  

川原代小学校 龍ケ崎市川原代町３５１８番地 

  

龍ケ崎西小学校 龍ケ崎市８８１０番地 
  

     省  略 
 

  

別表第１（第１条関係） 

 名称 位置 
  

     省  略   
  

川原代小学校 龍ケ崎市川原代町３５１８番地 

大宮小学校 龍ケ崎市大徳町４９４５番地 

龍ケ崎西小学校 龍ケ崎市８８１０番地 
  

     省  略 
 

  

付 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第４号 

   龍ケ崎市放課後児童健全育成事業実施条例の一部を改正する条例について 

 龍ケ崎市放課後児童健全育成事業実施条例の一部を改正する条例を次のとおり定める。 

  令和６年９月４日提出 

龍ケ崎市長 萩 原  勇       

 

   龍ケ崎市放課後児童健全育成事業実施条例の一部を改正する条例 

 龍ケ崎市放課後児童健全育成事業実施条例（平成９年龍ケ崎市条例第１号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

 （保育ルーム） 

第２条 事業を実施する施設（以下「保育ルーム」という。）の名称及び

位置は、次のとおりとする。 

 名称 位置 
  

     省  略   
  

八原小学校保育ルーム 龍ケ崎市藤ケ丘１丁目２２番地４ 

  

川原代小学校保育ルーム 龍ケ崎市川原代町３５１８番地 
  

     省  略 
 

 

２      省  略 

 （保育ルーム） 

第２条 事業を実施する施設（以下「保育ルーム」という。）の名称及び

位置は、次のとおりとする。 

 名称 位置 
  

     省  略   
  

八原小学校保育ルーム 龍ケ崎市藤ケ丘１丁目２２番地４ 

大宮小学校保育ルーム 龍ケ崎市大徳町４９４５番地 

川原代小学校保育ルーム 龍ケ崎市川原代町３５１８番地 
  

     省  略 
 

 

２      省  略 

付 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第５号 

龍ケ崎市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例について 

龍ケ崎市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり定める。 

令和６年９月４日提出 

                                              龍ケ崎市長 萩 原  勇 

 

龍ケ崎市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例 

龍ケ崎市災害弔慰金の支給等に関する条例（昭和４９年龍ケ崎市条例第２６号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

   付 則 

（災害援護資金の貸付けに関する特例措置） 

２ 東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法

律（平成２３年法律第４０号。以下「平成２３年特別法」という。）第

２条第１項に規定する東日本大震災により著しい被害を受けた者で東

日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律の

厚生労働省関係規定の施行等に関する政令（平成２３年政令第１３１

号。以下「平成２３年特別令」という。）第１３条第１項に定めるもの

に対する災害援護資金の貸付けに係る第１３条第２項の適用について

は、同項中「１０年」とあるのは「１３年」と、「３年」とあるのは「６

年」と、「５年」とあるのは「８年」とする。 

 

 

３ 前項の災害援護資金の貸付けに係る償還免除については、第１６条

第３項の規定にかかわらず、平成２３年特別法第１０３条第 1 項の規

定により読み替えられた法第１４条第１項の規定によるものとする。 

   付 則 

 （災害援護資金の貸付けに関する特例措置） 

２ 東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法

律（平成２３年法律第４０号。以下「平成２３年特別法」という。）第

２条第１項に規定する東日本大震災により著しい被害を受けた者で東

日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律の

厚生労働省関係規定の施行等に関する政令（平成２３年政令第１３１

号。以下「平成２３年特別令」という。）第１４条第１項に定めるもの

に対する災害援護資金の貸付けに係る第１３条第２項及び第１４条の

適用については、第１３条第２項中「１０年」とあるのは「１３年」

と、「３年」とあるのは「６年」と、「５年」とあるのは「８年」と、

第１４条中「年３パーセント」とあるのは「年１．５パーセント（保

証人を立てる場合にあっては無利子）」とする。 

３ 前項の災害援護資金の貸付けに係る償還免除及び保証人について

は、第１５条第３項の規定にかかわらず、平成２３年特別法第１０３

条第１項の規定により読み替えられた法第１４条第１項及び平成２３

年特別令第１４条第７項の規定によるものとする。 

付 則 
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 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第６号 

龍ケ崎市国民健康保険条例の一部を改正する条例について 

龍ケ崎市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のとおり定める。 

令和６年９月４日提出 

                                               龍ケ崎市長 萩 原  勇 

 

龍ケ崎市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

龍ケ崎市国民健康保険条例（昭和５３年龍ケ崎市条例第２号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

   第９章 罰則 

第22条 市は、世帯主が法第９条第１項若しくは第５項の規定による届

出をせず、又は虚偽の届出をした場合においては、その者に対し、１

０万円以下の過料を科する。 

   第９章 罰則 

第22条 市は、世帯主が法第９条第１項若しくは第９項の規定による届

出をせず、若しくは虚偽の届出をした場合又は同条第３項若しくは第

４項の規定により被保険者証の返還を求められてこれに応じない場合

においては、その者に対し、１０万円以下の過料を科する。 

付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年１２月２日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日前にした行為及び行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の一部を改正する法律の一

部の施行に伴う関係政令の整備等及び経過措置に関する政令（令和６年政令第２６０号）第９条の規定によりなお従前の例によることとされる場

合におけるこの条例の施行の日以後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 
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議案第７号 

   龍ケ崎市地域包括支援センターにおける包括的支援事業の実施に係る人員等に関する基準を定める条例の一部を改正する条例について 

 龍ケ崎市地域包括支援センターにおける包括的支援事業の実施に係る人員等に関する基準を定める条例の一部を改正する条例を次のとおり定め

る。 

  令和６年９月４日提出 

龍ケ崎市長 萩 原  勇       

 

   龍ケ崎市地域包括支援センターにおける包括的支援事業の実施に係る人員等に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

 龍ケ崎市地域包括支援センターにおける包括的支援事業の実施に係る人員等に関する基準を定める条例（平成２７年龍ケ崎市条例第５号）の一部

を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ

当該各号に定めるところによる。 

 (1) 包括的支援事業 法第１１５条の４６第１項に規定する包括的支

援事業をいう。  

 (2) 地域包括支援センター 法第１１５条の４６第１項に規定する地

域包括支援センターをいう。 

 (3) 第１号被保険者 法第９条第１号に規定する第１号被保険者をい

う。 

 (4) 龍ケ崎市高齢者福祉・介護保険事業運営協議会 龍ケ崎市高齢者

福祉・介護保険事業運営協議会条例（平成２６年龍ケ崎市条例第１

２号）に規定する龍ケ崎市高齢者福祉・介護保険事業運営協議会を

いう。 

（包括的支援事業の基本方針） 

第３条 地域包括支援センターは、次条第１項に掲げる職員が協働して

包括的支援事業を実施することにより、介護保険の各被保険者の心身 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法において使用する用語の例

による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（基本方針） 

第３条 地域包括支援センターは、次条に掲げる職員が協働して包括的

支援事業を実施することにより、各被保険者の心身の状況、その置か 
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の状況、その置かれている環境等に応じて、法第２４条第２項に規定

する介護給付等対象サービスその他の保健医療サービス又は福祉サー

ビス、権利擁護のための必要な援助等を利用できるように導き、介護

保険の各被保険者が可能な限り、住み慣れた地域において自立した日

常生活を営むことができるようにしなければならない。 

 

 

 

 

 

（地域包括支援センターの職員に係る基準及び当該職員の員数） 

第４条 一の地域包括支援センターが担当する区域における第 1 号被保

険者の数がおおむね３，０００人以上６，０００人未満ごとに置くべ

き専らその職務に従事する常勤の職員及びその員数（龍ケ崎市高齢者

福祉・介護保険事業運営協議会が第１号被保険者の数及び地域包括支

援センターの運営の状況を勘案して必要であると認めるときは、常勤 

換算方法（当該地域包括支援センターの職員の勤務延時間数を当該地

域包括支援センターにおいて常勤の職員が勤務すべき時間数で除する

ことにより、当該地域包括支援センターの職員の員数を常勤の職員の

員数に換算する方法をいう。）によることができる。次項において同

じ。）は、原則として次のとおりとする。 

 (1)     省  略 

 (2)     省  略 

 (3) 主任介護支援専門員（介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令

第３６号）第１４０条の６６第１号イ（３）に規定する主任介護支

援専門員をいう。）その他これに準ずる者 １人 

 

 

れている環境等に応じて、介護給付等対象サービスその他の保健医療

サービス又は福祉サービス、権利擁護のための必要な援助等を利用で

きるように導き、各被保険者が可能な限り、住み慣れた地域において

自立した日常生活を営むことができるようにしなければならない。 

 

２ 地域包括支援センターは、龍ケ崎市高齢者福祉・介護保険事業運営

協議会（龍ケ崎市高齢者福祉・介護保険事業運営協議会条例（平成２

６年龍ケ崎市条例第１２号）に規定する龍ケ崎市高齢者福祉・介護保

険事業運営協議会をいう。以下同じ。）の意見を踏まえて、適切、公正

かつ中立な運営を確保するものとする。 

（人員に関する基準） 

第４条 一の地域包括支援センターが担当する区域における第１号被保

険者の数がおおむね３，０００人以上６，０００人未満ごとに置くべ

き専らその職務に従事する常勤の職員の員数は、原則として次のとお

りとする。 

 

 

 

 

 

 

 (1)     省  略 

 (2)     省  略 

 (3) 主任介護支援専門員（介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令

第３６号）第１４０条の６６第１号イ（３）（介護保険法施行規則

の一部を改正する省令（平成２７年厚生労働省令第１９号）附則第

３条の規定により読み替えて適用する場合を含む。）に規定する主

任介護支援専門員をいう。）その他これに準ずる者 １人 
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２ 前項の規定にかかわらず、龍ケ崎市高齢者福祉・介護保険事業運営

協議会が地域包括支援センターの効果的な運営に資すると認めるとき

は、複数の地域包括支援センターが担当する区域を一の区域として、

当該区域内の第１号被保険者の数について、おおむね３，０００人以

上６，０００人未満ごとに同項各号に掲げる常勤の職員の員数を当該

複数の地域包括支援センターに配置することにより、当該区域内の一

の地域包括支援センターがそれぞれ同項の基準を満たすものとする。

この場合において、当該区域内の一の地域包括支援センターに置くべ

き常勤の職員及びその員数は、同項各号に掲げる者のうちから２人と

する。 

３ 第１項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに掲げる場合には、

地域包括支援センターに置くべき職員及びその員数は、次の表の左欄

に掲げる担当する区域における第１号被保険者の数に応じ、それぞれ

同表の右欄に定めるところによることができる。 

 

 

(1) 市内の第１号被保険者の数がおおむね３，０００人未満の場合 

 

 (2) 第１項の基準によっては地域包括支援センターの効率的な運営に

支障があると龍ケ崎市高齢者福祉・介護保険事業運営協議会におい

て認められた場合 

 (3) 市の人口規模にかかわらず、地理的条件その他の条件を勘案して

特定の生活圏域に一の地域包括支援センターを設置することが必要

であると龍ケ崎市高齢者福祉・介護保険事業運営協議会において認

められた場合 

担当する区域にお

ける第１号被保険

者の数 

地域包括支援センターに置くべき職員及びそ

の員数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 前項の規定にかかわらず、地理的条件その他の条件を勘案して特定

の生活圏域に一の地域包括支援センターを設置することが必要であ

ると龍ケ崎市高齢者福祉・介護保険事業運営協議会において認められ

た場合は、当該地域包括支援センターの人員配置基準は、次の各号に

掲げる担当する区域における第 1 号被保険者の数に応じ、当該各号に

定めるところによることができる。 

 (1) おおむね１，０００人未満 前項各号に掲げる者のうちから１人

又は２人 

 (2) おおむね１，０００人以上２，０００人未満 前項各号に掲げる

者のうちから２人（うち１人は専らその職務に従事する常勤の職員

とする。） 

 (3) おおむね２，０００人以上３，０００人未満 専らその職務に従

事する常勤の前項第１号に掲げる者 1 人及び専らその職務に従事す

る常勤の同項第２号又は第３号に掲げる者のいずれか１人 
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おおむね１，０００

人未満 

第１項各号に掲げる者のうちから１人又は

２人 

おおむね１，０００

人以上２，０００人

未満 

第１項各号に掲げる者のうちから２人（うち

１人は、専らその職務に従事する常勤の職員

とする。） 

おおむね２，０００

人以上３，０００人

未満 

専らその職務に従事する常勤の第１項第１

号に掲げる者１人及び専らその職務に従事

する常勤の同項第２号又は第３号に掲げる

者のいずれか１人 

 （適切、公正かつ中立な運営の確保） 

第５条 地域包括支援センターは、龍ケ崎市高齢者福祉・介護保険事業

運営協議会の意見を踏まえて、適切、公正かつ中立な運営を確保しな

ければならない。 

第６条    省  略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５条    省  略 

付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第８号 

龍ケ崎市と茨城県信用保証協会との損失補償金寄託契約に基づく回収金の返還を受ける権利の放棄に関する条例の一部を改正する条 

例について 

龍ケ崎市と茨城県信用保証協会との損失補償金寄託契約に基づく回収金の返還を受ける権利の放棄に関する条例の一部を改正する条例を次のと

おり定める。 

令和６年９月４日提出 

                                               龍ケ崎市長 萩 原  勇 

 

龍ケ崎市と茨城県信用保証協会との損失補償金寄託契約に基づく回収金の返還を受ける権利の放棄に関する条例の一部を改正する条例 

龍ケ崎市と茨城県信用保証協会との損失補償金寄託契約に基づく回収金の返還を受ける権利の放棄に関する条例（平成２４年龍ケ崎市条例第３号）

の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

（回収金の返還を受ける権利の放棄） 

第３条 市長は、あらかじめ保証協会から損失補償金寄託契約の対象と

なる保証債務に係る求償権の放棄等の申出を受けた場合において、当

該申出が第１号に掲げるものに対して行う求償権の不等価譲渡に係る

もの又は第２号から第９号までに掲げる計画のいずれかに基づく求償

権の放棄等に係るものであり、かつ、当該不等価譲渡又は当該計画が

当該申出に係る求償権の債務者である中小企業者等の事業の再生に資

すると認めるときは、当該求償権に係る回収金の返還を受ける権利の

全部又は一部を放棄することができる。 

 (1) 

～      省  略 

 (7) 

 (8) 産業競争力強化法第２条第２１項に規定する特定認証紛争解決事

業者が行う同条第２２項に規定する特定認証紛争解決手続により成  

立した再生に関する計画 

（回収金の返還を受ける権利の放棄） 

第３条 市長は、あらかじめ保証協会から損失補償金寄託契約の対象と

なる保証債務に係る求償権の放棄等の申出を受けた場合において、当

該申出が第１号に掲げるものに対して行う求償権の不等価譲渡に係る

もの又は第２号から第９号までに掲げる計画のいずれかに基づく求償

権の放棄等に係るものであり、かつ、当該不等価譲渡又は当該計画が

当該申出に係る求償権の債務者である中小企業者等の事業の再生に資

すると認めるときは、当該求償権に係る回収金の返還を受ける権利の

全部又は一部を放棄することができる。 

 (1) 

～      省  略 

 (7) 

 (8) 産業競争力強化法第２条第２０項に規定する特定認証紛争解決事

業者が行う同条第２１項に規定する特定認証紛争解決手続により成  

立した再生に関する計画 
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 (9)     省  略  (9)     省  略 

付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第９号 

龍ケ崎市移動等円滑化のために必要な特定公園施設の設置に関する基準を定める条例の一部を改正する条例について 

龍ケ崎市移動等円滑化のために必要な特定公園施設の設置に関する基準を定める条例の一部を改正する条例を次のとおり定める。 

令和６年９月４日提出 

                                               龍ケ崎市長 萩 原  勇 

 

龍ケ崎市移動等円滑化のために必要な特定公園施設の設置に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

龍ケ崎市移動等円滑化のために必要な特定公園施設の設置に関する基準を定める条例（平成２５年龍ケ崎市条例第１６号）の一部を次のように改

正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

（園路及び広場） 

第３条 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等

が利用する高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施

行令（平成１８年政令第３７９号。以下「令」という。）第３条第１号

に規定する園路及び広場を設ける場合は、そのうち１以上は、次に掲

げる基準に適合するものでなければならない。 

 (1) 

～      省  略 

 (5)       

 (6) 高齢者、障害者等が転落するおそれのある場所には、柵、令第１

１条第２号に規定する点状ブロック等及び令第２２条第２項第１号

に規定する線状ブロック等を適切に組み合わせて床面に敷設したも

の（以下「視覚障がい者誘導用ブロック」という。）その他の高齢者、

障害者等の転落を防止するための設備が設けられていること。 

 (7)     省  略 

（園路及び広場） 

第３条 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等

が利用する高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施

行令（平成１８年政令第３７９号。以下「令」という。）第３条第１号

に規定する園路及び広場を設ける場合は、そのうち１以上は、次に掲

げる基準に適合するものでなければならない。 

 (1) 

～      省  略 

 (5)       

 (6) 高齢者、障害者等が転落するおそれのある場所には、柵、令第１

１条第２号に規定する点状ブロック等及び令第２１条第２項第１号

に規定する線状ブロック等を適切に組み合わせて床面に敷設したも

の（以下「視覚障がい者誘導用ブロック」という。）その他の高齢者、

障害者等の転落を防止するための設備が設けられていること。 

(7)     省  略 

付 則 

この条例は、令和７年６月１日から施行する。 
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議案第１０号 

龍ケ崎市下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例について 

龍ケ崎市下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり定める。 

令和６年９月４日提出 

                                               龍ケ崎市長 萩 原  勇 

 

龍ケ崎市下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

龍ケ崎市下水道事業の設置等に関する条例（令和元年龍ケ崎市条例第１０号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

（議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第５条 法第３４条において準用する地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）第２４３条の２の９第８項の規定により下水道事業の業務に従

事する職員の賠償責任の免除について議会の同意を得なければならな

い場合は、同条第３項の規定により監査委員が賠償責任があると決定

した場合とする。 

（議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第５条 法第３４条において準用する地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）第２４３条の２の８第８項の規定により下水道事業の業務に従

事する職員の賠償責任の免除について議会の同意を得なければならな

い場合は、同条第３項の規定により監査委員が賠償責任があると決定

した場合とする。  

付 則 

この条例は、地方自治法の一部を改正する法律（令和６年法律第６５号）附則第１条第３号に掲げる規定の施行の日から施行する。 
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議案第１１号 

×××市有財産の取得について 

×下記のとおり取得契約を締結するため、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年龍ケ崎市条例第１２号）第

３条の規定により、議会の議決を求める。 

××令和６年９月４日提出 

                                               龍ケ崎市長 萩 原  勇××××××

× 

記 

× 

１ 契 約 の 目 的  令和６年度小型動力ポンプ付積載車購入 

          ・小型動力ポンプ付積載車 ２台 

※ 車両の仕様、付属品等の詳細は、別添参考資料のとおり 

           

２ 契 約 の 方 法    指名競争入札による契約 

 

３ 契 約 金 額  ２７，５００，０００円 

（消費税及び地方消費税の額を含む。） 

   

４ 契約の相手方  茨城県石岡市国府５丁目２番２５号 

          有限会社鈴機 

          代表取締役 鈴木 直人 
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(12) 

キ
ャ
ブ
内
の
後
部
座
席
上
部
の
後
方
に
、
吊
り
下
げ
フ
ッ
ク
を
５
箇
所
取
り
付
け
る
。
 

 
(13) 

ポ
ン
プ
及
び
積
載
す
る
付
属
品
は
、
走
行
中
の
振
動
等
に
よ
り
移
動
を
生
じ
な
い
よ

う
安
全
に
固
定
す
る
。

 

 
(14) 

資
器
材
は
収
納
庫
内
積
載
部
に
お
い
て
、
確
実
に
固
定
し
容
易
に
取
り
扱
え
る
位
置
に

設
け
る
。
 

参
考
資
料
 
別
記
仕
様
書
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(15) 

ポ
ン
プ
積
載
部
前
方
左
右
に
上
下
２
個
の
収
納
棚
を
設
け
、
各
収
納
棚
内
は
、
ア
ル

ミ
鋼
板
と
し
ス
ノ
コ
を
敷
設
す
る
。
ま
た
、
自
動
的
に
車
体
下
部
へ
排
水
で
き
る
水
抜

 

き
穴
を
設
け
る
。

 

 
(16) 

ホ
ー
ス
積
載
棚
は
、
次
に
よ
る
。
 

 
 
ア

 
６
５
ｍ
ｍ
の
ホ
ー
ス
が
１
０
本
程
度
収
納
で
き
る
大
き
さ
の
も
の
を
収
納
ボ
ッ
ク

ス
上
部
に
設
け
る
。

 

 
 
イ
 
２
段
式
の
ス
テ
ン
レ
ス
製
手
摺
を
付
け
る
と
共
に
落
下
防
止
策
を
考
慮
す
る
。
 

 
(17) 

吸
管
は
、
巻
き
取
り
式
と
し
、
収
納
庫
内
に
と
び
口
２
本
を
取
り
付
け
る
。

 

 
(18) 

ポ
ン
プ
は
収
納
庫
内
の
取
り
扱
い
や
す
い
位
置
に
積
載
す
る
。
ま
た
、
ポ
ン
プ
冷
却

水
を
抜
く
た
め
の
水
抜
き
穴
を
、
ポ
ン
プ
積
載
部
の
床
部
に
必
要
数
設
け
る
。

 

 
(19) 

ポ
ン
プ
は
昇
降
装
置
に
よ
り
、
積
み
降
ろ
し
が
で
き
る
も
の
と
す
る
。

 

 

３
 
電
装
関
係
 

 
(1) 

車
外
に
取
り
付
け
る
電
装
品
は
、
防
水
処
理
を
施
す
。
 

 
(2) 

配
線
は
、
各
電
装
品
に
適
合
す
る
配
線
を
使
用
し
、
配
線
接
続
は
絶
縁
被
覆
、
金
属

貫
通
部
は
ゴ
ム
ソ
ケ
ッ
ト
で
保
護
、
外
部
配
線
は
防
水
と
す
る
。
 

 
(3) 

艤
装
専
用
の
ヒ
ュ
ー
ズ
ボ
ッ
ク
ス
を
設
け
、
各
配
線
別
に
名
称
、
ア
ン
ペ
ア
数
を
記

載
す
る
。
 

 
(4) 

ス
イ
ッ
チ
類
は

1
箇
所
に
集
中
さ
せ
、
操
作
を
容
易
に
す
る
。
 

 
(5) 

運
転
席
付
近
に
、
メ
イ
ン
ス
イ
ッ
チ
を
取
り
付
け
る
と
と
も
に
、
ス
イ
ッ
チ
を
切
る

と
各
電
装
品
の
電
源
が
切
れ
る
構
造
と
す
る
。

 

 
(6) 

無
線
障
害
の
お
そ
れ
の
あ
る
電
装
品
は
、
無
線
障
害
防
止
対
策
を
す
る
。

 

 
(7) 

散
光
式
警
光
灯
（
標
識
灯
付
き
、
サ
イ
レ
ン
ス
ピ
ー
カ
ー
内
蔵
型
）
本
体
は
、
キ
ャ

ブ
上
部
に
架
台
を
設
け
て
取
り
付
け
る
。

 

 
(8) 

フ
ロ
ン
ト
バ
ン
パ
ー
に
、
散
光
式
赤
色
点
滅
灯
を
２
個
取
り
付
け
る
。

 

 
(9) 

助
手
席
側
に
マ
ッ
プ
ラ
ン
プ
を
取
り
付
け
る
。

 

 
(10) 

無
線
装
置
は
、
既
存
の
消
防
無
線
機
を
取
り
付
け
る
も
の
と
し
、
取
り
付
け
に
伴
う

諸
費
は
、
受
注
者
が
負
担
す
る
も
の
と
す
る
。

 

 
(11) 

シ
ャ
ッ
タ
ー
内
に
照
明
が
点
灯
す
る
構
造
で
あ
る
。

 

 
(12) 

シ
ャ
ッ
タ
ー
内
部
に
、
コ
ン
セ
ン
ト
１
個
を
取
り
付
け
る
。

 
 

 
(13) 

照
明
は
、
左
右
側
板
上
部
（
カ
バ
ー
付
の
蛍
光
灯
）、

ポ
ン
プ
積
載
箇
所
、
ホ
ー
ス
収

納
庫
等
、
夜
間
作
業
が
容
易
に
で
き
る
よ
う
配
慮
す
る
。

 

 
(14) 

作
業
灯
は

LED
と
し
、
側
面
、
後
部
に
２
個
ず
つ
設
け
、
そ
の
下
部
に
ス
イ
ッ
チ
を

取
り
付
け
る
も
の
と
す
る
。
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(15) 

車
両
後
部
上
方
に
、
散
光
式
赤
色
点
滅
灯
を
２
個
取
り
付
け
る
。

 

 

４
 
ポ
ン
プ
装
置
 

本
車
両
に
積
載
す
る
小
型
動
力
ポ
ン
プ
は
、
Ｂ
－
２
級
以
上
と
し
、
電
子
制
御
燃
料
噴

射
方
式
、
OK

モ
ニ
タ
、
セ
ル
付
（
充
電
器
付
）
、
オ
ー
ト
チ
ョ
ー
ク
始
動
式
、
低
騒
音
、

少
排
気
と
す
る
。

 

 

５
 
記
入
文
字
 

 
(1) 

記
入
文
字
は
カ
ッ
テ
ィ
ン
グ
シ
ー
ト
で
作
成
す
る
こ
と
。
記
載
要
領
は
次
に
よ
る
。
 

「
龍
ケ
崎
市
消
防
団
」「

第
５
分
団
第
５
部
」

 

「
龍
ケ
崎
市
消
防
団
」「

第
６
分
団
第
１
部
」

 

※
二
段
書
き
で
記
入
す
る
。

 

書
 
体
：
丸
ゴ
シ
ッ
ク
体

 

文
字
色
：
金
色
で
黒
色
縁
取
り
 

大
き
さ
：
契
約
後
、
防
災
安
全
課
と
協
議
す
る
。

 

 
(2) 

標
識
灯
名
 

「
龍
５
－
５
」「

龍
６
－
１
」
 

書
 
体
：
丸
ゴ
シ
ッ
ク
体

 

文
字
色
：
黒
色

 

大
き
さ
：
標
識
灯
に
合
わ
せ
る
。
 

 
(3) 

キ
ャ
ビ
ン
ド
ア
部
及
び
車
両
後
部
シ
ャ
ッ
タ
ー
中
央
部
に
、
別
途
指
示
す
る
龍
ケ
崎

市
公
式
マ
ス
コ
ッ
ト
キ
ャ
ラ
ク
タ
ー
「
ま
い
り
ゅ
う
」
の
イ
ラ
ス
ト
を
３
面
表
示
す
る
。
 

 
(4) 

車
両
後
部
シ
ャ
ッ
タ
ー
右
上
部
に
黒
色
文
字
で
、
「
５
－
５
」
「
６
－
１
」
と
記
入
す

る
。

 

 
(5) 

次
の
部
分
に
名
称
を
記
載
し
た
銘
板
を
取
り
付
け
る
。

 

ア
 
内
部
の
ス
イ
ッ
チ
類

 

イ
 
電
動
油
圧
昇
降
装
置
ス
イ
ッ
チ
部

 

 ６
 
提
出
書
類
 

 
(1) 

受
注
者
は
、
契
約
後
に
次
の
書
類
を
提
出
す
る
。

 

ア
 
制
作
工
程
表

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１
部
 

イ
 
制
作
承
認
図

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
各
１
部
 

 
(2) 

受
注
者
は
、
自
動
車
新
規
検
査
後
に
次
の
書
類
を
提
出
す
る
。

 

 
 
ア
 
車
検
証
の
写
し

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
各
１
部
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イ
 
自
動
車
損
害
賠
償
責
任
保
険
証
の
写
し

 
 
各
１
部
 

 
ウ
  預

託
証
明
書
（
リ
サ
イ
ク
ル
券
）
の
写
し

 
各
１
部
 

 
(3) 

受
注
者
は
、
納
入
時
に
次
の
書
類
を
提
出
す
る
。

 

ア
 
納
品
書
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１
部
 

イ
 
登
録
書
（
緊
急
自
動
車
届
出
書
含
む
）

 
 
各
１
部
 

ウ
 
装
備
品
・
付
属
品
一
覧

 
 
 
 
 
 
 
 
各
１
部
 

エ
 
車
両
取
り
扱
い
説
明
書

 
 
 
 
 
 
 
 
各
１
部
 

オ
 
ポ
ン
プ
取
り
扱
い
説
明
書

 
 
 
 
 
 
 
各
１
部
 

カ
 
ポ
ン
プ
性
能
試
験
成
績
表

 
 
 
 
 
 
 
各

1
部
 

キ
 
各
工
程
写
真

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
各

1
部

 

 ７
 
そ
の
他
 

 
(1) 

本
仕
様
書
は
、
基
本
事
項
を
述
べ
た
も
の
で
あ
る
。
従
っ
て
、
明
記
し
て
い
な
い
事

項
に
つ
い
て
も
、
技
術
上
当
然
と
思
わ
れ
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
省
略
し
て
は
な
ら
な

い
。
 

 
(2) 

車
両
の
登
録
番
号
は
市
指
定
の
登
録
番
号
と
す
る
。
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別
紙

 
 
付
属
品
・
装
備
品

 

 
(1) 

規
格
付
属
品
 
１
台
当
た
り

 

 
装
 
備
 
内
 
容

 
数
量
 

備
 
 
 
 
 
 
 
 
考
 

1 
吸
管
 

1 
呼
称

75mm×
6m
（
AL

金
具
）

 

（
NEW LF-18

オ
ー
サ
カ
ゴ
ム
製
）
 

2 
吸
管
ス
ト
レ
ー
ナ
 

1 
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製

 

3 
吸
管
ち
り
よ
け
籠
 

1 
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製

 
 

4 
吸
管
枕
木
 

1 
ゴ
ム
製
 

5 
吸
管
ロ
ー
プ
 

1 
径

10mm×
15m

 

6 
中
継
媒
介
金
具
 

１
 
ダ
イ
レ
ク
ト
バ
ル
ブ

 
 

7 
消
火
栓
金
具
 

１
 
呼
称

75
ネ
ジ
メ
ス
×
65

差
込
メ
ス
（
AL
）
 

8 
消
火
栓
開
閉
金
具
 

１
 
長
さ
 
呼
称

800・
持
手
 
呼
称

300(取
り
付
け
金
具
を
含

む
) 

9 
管
そ
う
 

1 
65 

熱
収
縮
グ
リ
ッ
プ
付

(AL) 

10 
無
反
動
管
そ
う
 

1 
PL―

65A（
可
変
噴
霧
ノ
ズ
ル
付
）

 

11 
可
変
噴
霧
ノ
ズ
ル
 

1 
23 

NV-65B 

12 
と
び
口
 

２
 

1.8m（
グ
ラ
ス
フ
ァ
イ
バ
ー
・
取
り
付
け
金
具
を
含
む

) 

13 
金
て
こ
 

１
 
長
さ

850mm(
取
り
付
け
金
具
を
含
む
) 

14 
剣
先
ス
コ
ッ
プ
 

１
 

(取
り
付
け
金
具
を
含
む

) 

15 
は
し
ご
 

１
 

3.6ｍ
 
二
つ
折
り

(取
り
付
け
金
具
を
含
む

) 

16 
車
輪
止
 

２
 
ゴ
ム
製
 

17 
消
火
器
 

１
 
自
動
車
用

ABC20
型
(取

り
付
け
金
具
を
含
む

) 

18 
発
動
発
電
機
セ
ッ
ト

 
１

 
発
電
機
・
コ
ー
ド
リ
ー
ル

 

19 
自
立
式

LED
投
光
機

 
1
 

Nomad Prime
 

20 
ホ
ー
ス
ブ
リ
ッ
ジ
 

1 
ニ
ュ
ー
ス
ー
パ
ー

L 

21 
小
型
動
力
ポ
ン
プ
 

１
 
充
電
器
・
そ
の
他
付
属
品
（
（
株
）
シ
バ
ウ
ラ
防
災
製
作
所

製
）
 

22 
電
動
油
圧
式
昇
降
装
置

 
1 

SW５
１
０
（
（
株
）
シ
バ
ウ
ラ
防
災
製
作
所
製
）

 

23 
ス
ノ
コ
 

１
 
収
納
庫
用
 

24 
ラ
イ
ト
ア
ッ
プ
コ
ー
ン

 
２

 
伸
縮
式
 

25 
ス
タ
ン
ド
パ
イ
プ
 

１
 
７
１
５
ｍ
ｍ
（
単
口
・
軽
量
）
取
り
付
け
金
具
を
含
む

 

26 
携
帯
拡
声
器
 

１
 
取
り
付
け
金
具
を
含
む

 

27 
補
修
用
ラ
ッ
カ
ー
 

１
 
赤
色
（
ス
プ
レ
ー
式
）

 

28 
燃
料
携
行
缶
 

１
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(2) 
規
格
装
備
品
 
１
台
当
た
り

 

 
装
 
備
 
内
 
容

 
数
量
 

備
 
 
 
 
 
 
 
考
 

1 
電
子
サ
イ
レ
ン
 

１
 

TSK－
D151（

大
阪
サ
イ
レ
ン
製
）

 
 

2 
赤
色
警
光
灯
 

１
 

NF-ML-VJ２
M-LA１

（
大
阪
サ
イ
レ
ン
製
）
 
 

3 
標
識
灯
 

１
 

赤
色
警
光
灯
に
内
蔵

 

4 
モ
ー
タ
ー
サ
イ
レ
ン

 
１

 
赤
色
警
光
灯
に
内
蔵

 

5 
収
納
庫
内
照
明
灯
 

必
要
数
 
LED

式
照
明
灯

 

6 
泥
除
ゴ
ム
 

４
 

シ
ャ
ー
シ
固
有

 

7 
団
マ
ー
ク
 

１
 

樹
脂
製
 

8 
バ
ッ
ク
ブ
ザ
ー
 

１
 

シ
ャ
ー
シ
固
有

 

9 
タ
イ
ヤ
チ
ェ
ー
ン
 

１
 

シ
ャ
ー
シ
固
有

 

    
(3) 

市
指
定
特
殊
艤
装
 
１
台
当
た
り
 

 
装
 
備
 
内
 
容
 

数
量
 

備
 
 
 
 
 
 
 
 
考
 

1 
フ
ロ
ン
ト
赤
色
点
滅
灯

 
２

 
LED 

Ｌ
Ｆ
Ａ
-100

保
護
棒
付
（
大
阪
サ
イ
レ
ン

製
）
 

2 
後
部
赤
色
点
滅
灯
 

２
 

LED 
Ｌ
Ｆ
Ａ
-100

保
護
棒
付
（
大
阪
サ
イ
レ
ン

製
）

 

3 
側
面
作
業
灯
 

４
 

LED 
LIA-200（

大
阪
サ
イ
レ
ン
製
）
 
 

4 
後
部
作
業
灯
 

２
 

LED 
LIA-200（

大
阪
サ
イ
レ
ン
製
）

 
 

5 
艤
装
メ
イ
ン
ス
イ
ッ
チ

 
１

 
一
式
 

6 
積
載
車
バ
ッ
テ
リ
ー
管
理
器

 
１

 
10ｍ

コ
ー
ド
付
・
ず
ぼ
ら
充
電
器

 

7 
キ
ャ
ブ
内
灯
 

１
 

LED 
遮
光
カ
バ
ー
付
 

8 
マ
ッ
プ
ラ
ン
プ
 

１
 

LED 
PY-517 

9 
キ
ャ
ブ
内
ヘ
ル
メ
ッ
ト
掛

 
５

 
 

10 
キ
ャ
ブ
内
書
類
収
納
ボ
ッ
ク
ス
 

１
 

A3 
鉄
製
 

11 
広
報
用

CD
デ
ッ
キ
 

１
 

 

12 
コ
ン
セ
ン
ト
 

1 
１
口
 

13 
無
線
機
兼
受
令
機
取
り
付
け

 
１

 
ア
ン
テ
ナ
・
配
線
・
機
器
取
付
（
旧
車
両
か
ら

移
設
）
 

14 
旗
立
て
パ
イ
プ
 

１
 

ポ
ー
ル
・
訓
練
旗
付
 

15 
ホ
ー
ス
媒
介
金
具
 

１
 

６
５
ｍ
ｍ
 
オ
ス
×
オ
ス
 

16 
ホ
ー
ス
媒
介
金
具
 

１
 

６
５
ｍ
ｍ
 
メ
ス
×
メ
ス
 

17 
ホ
ー
ス
バ
ン
デ
ー
ジ

 
５
 

 

  

29



(4) 
シ
ャ
ー
シ
取
付
け
品

 
１
台
当
た
り

 

 
内
容

 
備
 
 
 
 
 
 
 
 
考

 

1 
エ
ア
コ
ン
 

 

2 
パ
ワ
ー
ス
テ
ア
リ
ン
グ

 
 

3 
ラ
ジ
オ
/Ｃ

Ｄ
デ
ッ
キ

 
 

4 
パ
ワ
ー
ウ
イ
ン
ド
 

 

5 
デ
ジ
タ
ル
時
計
 

 

6 
フ
ロ
ア
マ
ッ
ト
 

一
式
 

7 
サ
イ
ド
ミ
ラ
ー
 

 

8 
サ
イ
ド
バ
イ
ザ
ー

 
キ
ャ
ブ
各
ド
ア
上
部

 

9 
タ
イ
ヤ
 

オ
ー
ル
シ
ー
ズ
ン
用
タ
イ
ヤ

 

10 
ス
ペ
ア
タ
イ
ヤ

 
 

11 
ド
ラ
イ
ブ
レ
コ
ー
ダ
ー

 
Ｇ
Ｐ
Ｓ
・
Ｇ
セ
ン
サ
ー
付
き

 

12 
標
準
工
具
 

一
式
 

13 
Ｅ
Ｔ
Ｃ
2.0 

セ
ッ
ト
ア
ッ
プ
込
み

 

14 
後
退
ブ
ザ
ー
 

 

15 
フ
ォ
グ
ラ
ン
プ
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・上記金額に消費税等相当額を加算した金額が、地方自治法上の契約の申込みに係る価格である。 （単位：円）

予　定　価　格
\25,060,000-

（消費税を除く）

8 日本機械工業株式会社 本社営業部 \27,000,000-

7 茨城トヨタ自動車株式会社 竜ヶ崎店 \26,660,000-

6 株式会社モリタ 東京支店 \28,000,000-

5 有限会社カミス総合防災 茨城西南営業所 \26,760,000-

4 有限会社鈴機 \25,000,000- 落札

3 株式会社土浦消防センター \26,400,000-

2 株式会社ネイチャー \28,800,000-

1 小池株式会社 \25,700,000-

備考
号

番
入　　　札　　　者

入札

  件　　　　名 令和6年度小型動力ポンプ付積載車購入
所 　管　 課 防災安全課

  場　　　　所 龍ケ崎市3710番地　龍ケ崎市総務部防災安全課

入　札　結　果
執 行　日 時 令和 6年 6月10日 午前 10時00分

執 行　場 所 龍ケ崎市役所 ４階　入札室

参考資料
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議案第１２号 

訴えの提起について 

下記のとおり不当利得返還請求の訴えを提起することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１２号の規定により、

議会の議決を求める。 

令和６年９月４日提出 

龍ケ崎市長 萩 原  勇 

 

記 

１ 当事者  

 (1) 原告 龍ケ崎市 

 (2) 被告 個人  

 

２ 事案の概要 

 (1) 原告は、被告に対して令和５年５月から令和６年１月までの議員報酬として計３，５８２，０００円を、令和５年６月期及び同年１２月期の

期末手当として計１，０１２，６６０円を支払った。 

 (2) 令和６年３月１３日、龍ケ崎市議会議員一般選挙における被告の当選を無効とする判決が確定した。 

 (3) 令和６年４月９日以後複数回、原告は、被告に対して上記金額の返還を求めたが、いまだに返還がない。 

  

３ 請求の趣旨 

  次のとおりの判決を求める。 

 (1) 被告は、原告に対し、金４，５９４，６６０円を支払うこと。 

 (2) 訴訟費用は被告の負担とすること。 

 

４ 訴訟遂行の方針 

 (1) 弁護士を訴訟代理人と定める。 

 (2) 判決の結果必要と認める場合は、上訴する。 

 (3) 訴訟において必要がある場合は、適当と認める条件で和解に応じる。 
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議案第１３号 

損害賠償の額の決定について 

（仮称）道の駅龍ケ崎の指定管理に係る仮協定の解約に伴う損害賠償の額の決定について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第 1

項第１３号の規定により、議会の議決を求める。 

令和６年９月４日提出 

龍ケ崎市長 萩 原  勇 

 

記 

１ 損 害 賠 償 額  金２，１２４，０１２円 

 

２ 損害賠償の相手方  栃木県宇都宮市新里町丙２５４番地 

            ファーマーズ・フォレスト・ハンズ共同企業体 

 

代表企業 栃木県宇都宮市新里町丙２５４番地 

                  株式会社ファーマーズ・フォレスト 

                  代表取締役 松本 謙 

 

構成企業 東京都新宿区新宿六丁目２７番３０号 

                株式会社ハンズ 

                代表取締役社長 桜井 悟 

 

３ 事 件 の 概 要 

  （仮称）道の駅龍ケ崎の指定管理に係る仮協定については、道の駅整備事業の中止に伴い、令和６年５月２４日をもって相手方である共同企業

体と解約の合意に至った。 

同仮協定には、解約に係る損害賠償について明記されていないものの、指定管理候補者を選定する際に用いた「龍ケ崎市（仮称）道の駅龍ケ崎

指定管理者申請要領」において、リスク（責任）分担の基本的な考え方が定められており、それによると市が協定内容を履行しなかった場合のリ

スク分担は、市が負うこととされている。 

  本件解約は、本市の自己都合による協定内容の不履行であることから、本市に損害賠償義務が発生したものである。 











 

41 

 

議案第１４号 

龍ケ崎市多世代交流センターに係る指定管理者の指定について 

下記のとおり指定管理者を指定することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項及び龍ケ崎市公の施設に係る指

定管理者の指定手続等に関する条例（平成２９年龍ケ崎市条例第１号）第８条第１項の規定に基づき、議会の議決を求める。 

令和６年９月４日提出 

龍ケ崎市長 萩 原  勇 

 

記 

 

１ 管理を行わせる公の施設の名称  龍ケ崎市多世代交流センター 

 

２ 指定管理者となる団体の名称  アクティオ株式会社 

 

３ 指 定 の 期 間  令和６年１０月１日から令和１２年３月３１日まで 
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参考資料 

 

指定管理者となる団体の概要 

 

１ 名    称  アクティオ株式会社 

 

２ 所 在 地  東京都目黒区東山一丁目５番４号ＫＤＸ中目黒ビル６階 

 

３ 代表者職氏名  代表取締役 淡野 文孝 

 

４ 設 立 年 月 日  昭和６２年２月２７日 

  

５ 設 立 目 的  設立目的のうち主なもの 

          (1) 指定管理者制度に基づく公の施設の管理受託 

          (2) 美術館・博物館等文化施設、公共施設、社会福祉施設等の経営及び管理受託並びに案内、受付、誘導等運営に関する業務 

         (3) 商業施設、レジャー施設等の経営及び管理受託並びに案内、受付、誘導等運営に関する業務 

    (4) 博覧会、展覧会、展示会、見本市、各種会議、行催事、イベント等の調査、企画立案、実施運営、事務局に関する業務 

 

６ 主な運営実績  千葉県柏市 

柏市民交流センター及び柏市民ギャラリー指定管理者（令和３年４月１日から令和８年３月３１日まで） 

          神奈川県座間市 

座間市立市民交流プラザ指定管理者（令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで） 
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議案第１５号 

茨城租税債権管理機構規約の一部変更について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定により、茨城租税債権管理機構規約（平成１３年地指令第４号）の一部を次のと

おり変更することについて、同法第２９０条の規定により、議会の議決を求める。 

令和６年９月４日提出 

                                              龍ケ崎市長 萩 原  勇 

 

茨城租税債権管理機構規約（平成１３年地指令第４号）の一部を次のように変更する。 

次の表の変更前の欄に掲げる規定を同表の変更後の欄に掲げる規定に下線で示すように変更する。 

変更後 変更前 

（機構の共同処理する事務） 

第３条 機構は、次の各号に掲げる事務を共同処理する。 

 (1) 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定に基づき、市町村

が賦課徴収することとされている地方税及び国税に係る滞納事案の

うち、関係市町村の長との協議により機構が処理することとなった

事案に係る滞納処分及びこれに関連する事務並びに滞納処分の停止

又は不納欠損処分をすることについての判定事務 

 (2)     省  略 

（機構の共同処理する事務） 

第３条 機構は、次の各号に掲げる事務を共同処理する。 

 (1) 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定に基づき、市町村

が賦課徴収することとされている地方税に係る滞納事案のうち、関

係市町村の長との協議により機構が処理することとなった事案に係

る滞納処分及びこれに関連する事務並びに滞納処分の停止又は不納

欠損処分をすることについての判定事務 

 (2)     省  略 

付 則 

 変更後の茨城租税債権管理機構規約は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第１６号 

令和５年度龍ケ崎市一般会計歳入歳出決算について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和５年度龍ケ崎市一般会計歳入歳出決算を、別冊のとおり監査委員の

意見を付けて議会の認定に付する。 

令和６年９月４日提出 

                                              龍ケ崎市長 萩 原  勇 
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議案第１７号 

令和５年度龍ケ崎市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和５年度龍ケ崎市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算を、別冊の

とおり監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

令和６年９月４日提出 

                                              龍ケ崎市長 萩 原  勇 
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議案第１８号 

令和５年度龍ケ崎市介護保険事業特別会計歳入歳出決算について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和５年度龍ケ崎市介護保険事業特別会計歳入歳出決算を、別冊のとお

り監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

令和６年９月４日提出 

                                              龍ケ崎市長 萩 原  勇 
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議案第１９号 

令和５年度龍ケ崎市障がい児支援サービス事業特別会計歳入歳出決算について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和５年度龍ケ崎市障がい児支援サービス事業特別会計歳入歳出決算を、

別冊のとおり監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

令和６年９月４日提出 

                                              龍ケ崎市長 萩 原  勇 
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議案第２０号 

令和５年度龍ケ崎市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和５年度龍ケ崎市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算を、別冊

のとおり監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

令和６年９月４日提出 

                                              龍ケ崎市長 萩 原  勇 
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議案第２１号 

令和５年度龍ケ崎市下水道事業会計未処分利益剰余金の処分及び決算について 

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３２条第２項の規定により、別冊の令和５年度龍ケ崎市下水道事業剰余金処分計算書（案）のと

おり利益剰余金の処分の議決を求めるとともに、同法第３０条第４項の規定により、令和５年度龍ケ崎市下水道事業会計決算を別冊のとおり監査委

員の意見を付けて議会の認定に付する。 

令和６年９月４日提出 

                                              龍ケ崎市長 萩 原  勇 
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議案第２８号 

龍ケ崎市教育委員会委員の任命について 

下記の者を龍ケ崎市教育委員会委員に任命したいので、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第２項の

規定により、議会の同意を求める。 

  令和６年９月４日提出 

龍ケ崎市長 萩 原  勇 

 

記 

 

１ 氏  名  根 本 勇 一 

 

２ 住  所  龍ケ崎市大徳町１７５番地 

 

３ 生年月日  昭和３１年９月２０日 
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（参考資料） 

 

１ 氏  名  根
ね

 本
もと

 勇
ゆう

 一
いち

 

 

２ 略  歴  茨城大学教育学部小学校教員養成課程理学科卒業 

        河内村立河内中学校教諭 

        龍ケ崎市立龍ケ崎小学校教諭 

        牛久市立牛久小学校教諭 

        稲敷市立江戸崎小学校教頭 

        龍ケ崎市立中根台中学校教頭 

        龍ケ崎市立久保台小学校校長 

        龍ケ崎市立長山中学校校長 

        龍ケ崎市立愛宕中学校校長 

        龍ケ崎市教育委員会委員 
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諮問第１号 

人権擁護委員の推薦について 

下記の者を人権擁護委員として推薦したいので、人権擁護委員法（昭和２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定により、議会の意見を求める。 

令和６年９月４日提出 

龍ケ崎市長 萩 原  勇 

 

記 

 

１ 氏  名  大 竹 喜士郎 

 

２ 住  所  龍ケ崎市貝原塚町１７２４番地の１ 

 

３ 生年月日  昭和２４年２月２７日 
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（参考資料） 

 

１ 氏  名  大
おお

 竹
たけ

 喜
き

士郎
し ろ う

 

 

２ 略  歴  茨城大学人文学部卒業 

        茨城県立竜ケ崎第一高等学校校長 

東洋大学附属牛久高等学校校長 

茨城県高等学校長協会管理委員会委員長 

茨城県高等学校野球連盟会長 

茨城県野球連盟龍ケ崎支部支部長 

茨城県人権擁護委員連合会会長 

龍ケ崎人権擁護委員協議会会長 

龍ケ崎市八原コミュニティセンターセンター長 

龍ケ崎市城ノ内コミュニティセンターセンター長 

龍ケ崎市男女共同参画推進委員会委員 

人権擁護委員 
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報告第１号 

専決処分の承認を求めることについて 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により別冊のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、

承認を求める。 

令和６年９月４日提出 

龍ケ崎市長 萩 原  勇 
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報告第２号 

×××専決処分の承認を求めることについて 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、

承認を求める。 

  令和６年９月４日提出 

××                                             龍ケ崎市長×萩×原××勇××××××× 
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別 紙 

                                                              （写） 

処分第８号 

×××和解に関することについて 

令和６年２月１５日午前１０時３０分頃、龍ケ崎市藤ケ丘６丁目２１番地の貝原塚西公園において、樹木の伐採及び剪定作業中の職員が、伐採し

た枝に巻き込まれていた千葉県千葉市の会社が所有する架空光ケーブルを損傷させた事故に関する損害賠償額の決定及び和解について、特に緊急を

要するため議会を招集する時間的余裕がないことが明らかであることから、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、

これを処分する。 

  令和６年７月１８日 

龍ケ崎市長×萩×原××勇○×××××× 

 

記 

 

損害賠償額  金２７０，５５８円 
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報告第３号 

令和５年度龍ケ崎市一般会計継続費精算報告書について 

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４５条第２項の規定により、別紙のとおり報告する。 

令和６年９月４日提出 

龍ケ崎市長 萩 原  勇 

 

 

 



様式第20号

国県支出金 地方債 その他 国県支出金 地方債 その他 国県支出金 地方債 その他

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

令和4年度 6,734,000 4,600,000 2,134,000 6,268,200 4,600,000 1,668,200 465,800 465,800

令和5年度 21,904,000 17,000,000 4,904,000 22,264,850 17,000,000 5,264,850 △ 360,850 △ 360,850

計 28,638,000 21,600,000 7,038,000 28,533,050 21,600,000 6,933,050 104,950 104,950

令和4年度 1,639,000 1,639,000 1,639,000 1,639,000

令和5年度 2,178,000 2,178,000 3,003,000 3,003,000 △ 825,000 △ 825,000

計 3,817,000 3,817,000 3,003,000 3,003,000 814,000 814,000

令和4年度 13,648,000 9,300,000 4,348,000 13,000,000 9,300,000 3,700,000 648,000 648,000

令和5年度 32,100,000 23,300,000 8,800,000 32,748,000 23,300,000 9,448,000 △ 648,000 △ 648,000

計 45,748,000 32,600,000 13,148,000 45,748,000 32,600,000 13,148,000

令和2年度 260,607,000 84,345,000 166,100,000 10,162,000 9,200,000 9,200,000 251,407,000 84,345,000 166,100,000 962,000

令和3年度 1,057,014,000 120,262,000 792,000,000 144,752,000 638,178,390 84,345,000 449,200,000 104,633,390 418,835,610 35,917,000 342,800,000 40,118,610

令和4年度 596,555,000 80,106,000 457,600,000 58,849,000 644,546,200 120,262,000 489,200,000 35,084,200 △ 47,991,200 △ 40,156,000 △ 31,600,000 23,764,800

令和5年度 289,635,000 131,800,000 157,835,000 911,470,400 94,414,000 526,500,000 290,556,400 △ 621,835,400 △ 94,414,000 △ 394,700,000 △ 132,721,400

計 2,203,811,000 284,713,000 1,547,500,000 371,598,000 2,203,394,990 299,021,000 1,464,900,000 439,473,990 416,010 △ 14,308,000 82,600,000 △ 67,875,990

令和５年度龍ケ崎市一般会計継続費精算報告書

事業名 年度
左の財源内訳

年割額と支出済
額の差

特定財源
一般財源

特定財源
一般財源

特定財源
一般財源

款

比　　　較

支出済額

左の財源内訳

年割額

全　体　計　画

7 保健体育費

1 保健衛生費

項

3 民生費

実　　　績

高齢者福祉計画等
策定業務委託費

左の財源内訳

2 総務費 1 総務管理費
新長戸コミュニ
ティセンター実施
設計費

10 教育費

4 衛生費

新学校給食セン
ター建設事業

新保健福祉施設実
施設計費

1 社会福祉費

 58
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報告第４号 

令和５年度龍ケ崎市歳入歳出決算に係る健全化判断比率について 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３条第１項の規定により、別紙のとおり監査委員の意見を付けて報告す

る。 

令和６年９月４日提出 

龍ケ崎市長 萩 原  勇 
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別 紙 

 

令和５年度龍ケ崎市歳入歳出決算に係る健全化判断比率報告書 

 

                                             （単位：％） 

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

－ 

（12.70） 

－ 

（17.70） 

4.3 

（25.0） 

－ 

（350.0） 

         備考 

            １ 実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合及び実質公債費比率又は将来負担比率が算定され 

ない場合は、「－」を記載している。 

            ２ 括弧内は早期健全化基準である。 
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報告第５号 

令和５年度龍ケ崎市歳入歳出決算に係る資金不足比率について 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第２２条第１項の規定により、別紙のとおり監査委員の意見を付けて報告

する。 

令和６年９月４日提出 

龍ケ崎市長 萩 原  勇 
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別 紙 

 

令和５年度龍ケ崎市歳入歳出決算に係る資金不足比率報告書 

 

                                             （単位：％） 

特別会計の名称 資金不足比率 

龍ケ崎市下水道事業会計 

－ 

（20.0） 

         備考 

            １ 資金不足比率がない場合は「－」を記載している。 

            ２ 括弧内は経営健全化基準である。 
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報告第６号 

   公益財団法人龍ケ崎市まちづくり・文化財団の経営状況について 

 公益財団法人龍ケ崎市まちづくり・文化財団の経営状況について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定により、

別冊のとおり報告する。 

  令和６年９月４日提出 

                                               龍ケ崎市長 萩 原  勇  

 


